
北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較

（北海道の主な農産物等の試算）

○ 米（「収入保険」と「農作物共済」及び「ナラシ対策」） 

○ 小麦（「収入保険」と「農作物共済」及び「ナラシ対策」） 

○ ばれいしょ（でん粉原料用）（「収入保険」と「畑作物共済」及び「ナラシ対策」） 

○ 大豆（「収入保険」と「畑作物共済」及び「ナラシ対策」） 

○ てん菜（「収入保険」と「畑作物共済」及び「ナラシ対策」） 

○ ばれいしょ（生食用）（「収入保険」と「畑作物共済」及び「野菜価格安定制度」）

○ たまねぎ（「収入保険」と「畑作物共済」及び「野菜価格安定制度」）

○ スイートコーン（生食用）（「収入保険」と「畑作物共済」及び「野菜価格安定制度」）

○ かぼちゃ（「収入保険」と「畑作物共済」及び「野菜価格安定制度」）

○ 小豆（「収入保険」と「畑作物共済」）

○ いんげん（金時類）（「収入保険」と「畑作物共済」）

○ そば（「収入保険」と「畑作物共済」）

○ 秋にんじん（「収入保険」と「野菜価格安定制度」）

○ 夏だいこん（「収入保険」と「野菜価格安定制度」）

○ りんご（「収入保険」と「果樹共済」）

○ おうとう（「収入保険」のみ）

○ 花き（ゆり）（「収入保険」のみ）

○ 花き（スターチス）（「収入保険」のみ）

※ 本資料に関するお問い合わせは、北海道農業共済組合連合会までお

尋ねください。

【問い合わせ先】

 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

 連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８

資料６資料　３





北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：米（主食用米）

平均収入
1,201万円

作付面積 
9.22ha 

単収 
551㎏/10a 

販売単価 
14,186円/60kg 

シナリオ１

販売価格が、

地域平均で、

２割低下

当年収入

961万円

シナリオ２

販売価格が、

個人のみで、

２割低下

当年収入

961万円

シナリオ３

自然災害によ

り、地域全体

が、

収量５割減

当年収入

601万円

シナリオ４

自然災害によ

り、個人のみが

、

収量５割減

当年収入

601万円

シナリオ５

自然災害以外の要

因により、収量２

割減

当年収入

961万円

既存制度

掛金拠出合計57.2万円 205万円 0万円 515万円 369万円 0万円

ナラシ対策

（20％コース）

※最大で２割の収入減少

 まで補てん

 積立金51.3万円

205万円 0万円 146万円 
※共済金相当額

（367万円）を

控除

0万円 0万円 

農作物共済

  全相殺方式

  補償限度９割

 共済掛金5.9万円

（掛け捨て）

－ － 369万円 369万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計35.6万円

  保険料  8.6万円

      （掛け捨て）

    積立金 27.0万円

108万円

補てん金を含めた

当年収入

1,069万円 

108万円

補てん金を含めた

当年収入

1,069万円 

432万円

補てん金を含めた

当年収入

1,033万円 

432万円

補てん金を含めた

当年収入

1,033万円 

108万円

補てん金を含めた

当年収入

1,069万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等

-1-



（注） 

 １ 主食用米の作付面積922a（空知管内の全相殺方式の平均共済引受面積）、単収551kg/10a（作物統計）、

販売単価14,186円/60kg（平成28年産の「ななつぼし」の相対価格の3月までの平均）、平均収入12,01

1,333円と仮定して試算しています。 

 ２ ナラシ対策は地域で最も加入者の多いコースを選択した場合、農作物共済は地域で最も加入者の多い

引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   ナラシ対策： 

   （積立金）10a当たり標準的収入金額（123,683円/10a）×作付面積(922a） 

        ×積立幅（0.2）×支払率（0.9）×1/4（国庫補助75％）＝513,161円 

   農作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（922a）×基準単収（541kg/10a）×補償限度（9割） 

         ×引受単価（185円/kg）×共済掛金率（1.43％）×1/2（国庫補助50％） 

         ＝59,381円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入12,011,333円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝86,482 円 

   （積立金）基準収入（平均収入12,011,33円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝270,255円 

 ４ 収入保険と既存制度（「ナラシ対策」と「農作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象者 

「収入保険」は青色申告を行っている農業者が対象、「ナラシ対策」は市町村から認定農業者等

の認定を受ける必要があります。 

  ② 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、米の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合などでも、

補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後に米の出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

また、既存制度のうち、「農作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされ

ません。 

  ③ 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、地域の米の主要銘柄の平均取引価格を使って収入減少を

計算しますので、農業者個人の取引価格が低下しても、主要銘柄の平均取引価格が低下していなけれ

ば補てんされません。 

また、「農作物共済」では、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ④ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、基準収入を下回った場合に、下回った額の９割が補てん

され、最大で２割の収入減少までが補てんの対象です。 

また、「農作物共済」では、米の多くの方が加入されている、全相殺方式で補償限度９割のタイ

プは、基準収穫量の９割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：小麦（秋播、パン・中華麺用）

平均収入
699万円

作付面積 
8.19ha 

単収 
427㎏/10a 

販売単価 
11,993円/60kg 

シナリオ１

販売価格が、

地域平均で、

２割低下

当年収入

559万円

シナリオ２

販売価格が、

個人のみで、

２割低下

当年収入

559万円

シナリオ３

自然災害によ

り、地域全体

が、

収量５割減

当年収入

350万円

シナリオ４

自然災害によ

り、個人のみが

、

収量５割減

当年収入

350万円

シナリオ５

自然災害以外の要

因により、収量２

割減

当年収入

559万円

既存制度

掛金拠出合計43.3万円 32万円 0万円 282万円 250万円 0万円

ナラシ対策

（20％コース）

※最大で２割の収入減少

 まで補てん

 積立金7.9万円

32万円 0万円 32万円 
※共済金相当額

（40万円）を控

除

0万円 0万円 

農作物共済

  全相殺方式

  補償限度９割

 共済掛金35.4万円

（掛け捨て）

－ － 250万円 250万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計20.7万円

  保険料   5.0万円

      （掛け捨て）

    積立金 15.7万円

63万円

補てん金を含めた

当年収入

622万円 

63万円

補てん金を含めた

当年収入

622万円 

252万円

補てん金を含めた

当年収入

602万円 

252万円

補てん金を含めた

当年収入

602万円 

63万円

補てん金を含めた

当年収入

622万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ 小麦（秋播、パン・中華麺用）の作付面積819a（石狩管内の全相殺方式の平均共済引受面積）、単収4

27kg/10a（作物統計）、販売単価11,993円/60kg（全国米麦改良協会の28年産ゆめちからの落札価格+2

8年産数量払平均交付単価（パン・中華麺））、平均収入6,990,180円と仮定して試算しています。 

 ２ ナラシ対策は地域で最も加入者の多いコースを選択した場合、「農作物共済」では、麦の多くの方が

加入されている災害収入共済方式は、「ナラシ対策」や「収入保険」との比較が簡単にできないことか

ら、災害収入共済方式以外で加入が多い全相殺方式で補償限度９割の場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   ナラシ対策： 

   （積立金）10a 当たり標準的収入金額（21,534 円/10a）×作付面積(819a） 

        ×積立幅（0.2）×支払率（0.9）×1/4（国庫補助75％）＝79,364円 

   農作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（819a）×基準単収（432kg/10a）×補償限度（9 割） 

         ×引受単価（177 円/kg）×共済掛金率（13.63％）×46.1％（国庫補助 53.9％） 

         ＝354,144円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入 6,990,180 円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助 50％）＝50,329 円 

   （積立金）基準収入（平均収入 6,990,180 円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝157,279円 

 ４ 収入保険と既存制度（「ナラシ対策」と「農作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象者 

「収入保険」は青色申告を行っている農業者が対象、「ナラシ対策」は市町村から認定農業者等

の認定を受ける必要があります。 

  ② 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、小麦の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合などで

も、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後に小麦の出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

また、既存制度のうち、「農作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされ

ません。 

  ③ 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、地域の麦の平均販売価格を使って収入減少を計算します

ので、農業者個人の販売価格が低下しても、平均販売価格が低下していなければ補てんされません。 

また、「農作物共済」では、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ④ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、基準収入を下回った場合に、下回った額の９割が補てん

され、最大で２割の収入減少までが補てんの対象です。 

また、「農作物共済」では、全相殺方式で補償限度９割のタイプは、基準収穫量の９割を下回っ

た場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：ばれいしょ（でん粉原料用）

平均収入
767万円

作付面積 
8.78ha 

単収 
3,350㎏/10a 

販売単価 
26,060円/t 

シナリオ１

販売価格が、

地域平均で、

２割低下

当年収入

613万円

シナリオ２

販売価格が、

個人のみで、

２割低下

当年収入

613万円

シナリオ３

自然災害によ

り、地域全体

が、

収量５割減

当年収入

383万円

シナリオ４

自然災害によ

り、個人のみが

、

収量５割減

当年収入

383万円

シナリオ５

自然災害以外の要

因により、収量２

割減

当年収入

613万円

既存制度

掛金拠出合計21.1万円 55万円 0万円 295万円 295万円 0万円

ナラシ対策

（20％コース）

※最大で２割の収入減少

 まで補てん

 積立金13.7万円

55万円 0万円 0万円 
※共済金相当額

（187万円）を

控除

0万円 0万円 

畑作物共済

  全相殺方式

  補償限度９割

 共済掛金7.4万円

（掛け捨て）

－ － 295万円 295万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計22.7万円

  保険料 5.5万円

      （掛け捨て）

    積立金17.2万円

69万円

補てん金を含めた

当年収入

682万円 

69万円

補てん金を含めた

当年収入

682万円 

276万円

補てん金を含めた

当年収入

659万円 

276万円

補てん金を含めた

当年収入

659万円 

69万円

補てん金を含めた

当年収入

682万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ ばれいしょ（でん粉原料用）の作付面積878a（オホーツク管内の平均共済引受面積）、単収3,350kg/

10a（作物統計）、販売単価26,060円/t（共済単価（交付農業者以外）+28年産数量払平均交付単価）、

平均収入7,665,028円と仮定して試算しています。 

 ２ ナラシ対策は地域で最も加入者の多いコースを選択した場合、畑作物共済は地域で最も加入者の多い

引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   ナラシ対策： 

   （積立金）10a 当たり標準的収入金額（34,779 円/10a）×作付面積(878a） 

        ×積立幅（0.2）×支払率（0.9）×1/4（国庫補助 75％）＝137,412 円 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（878a）×基準単収（4,105kg/10a）×補償限度（9割） 

         ×引受単価（20.48 円/kg）×共済掛金率（2.48％） 

         ×45％（国庫補助 55％）＝74,139 万円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入 7,665,028 円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助 50％）＝55,188 円 

   （積立金）基準収入（平均収入 7,665,028 円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝172,463円 

 ４ 収入保険と既存制度（「ナラシ対策」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象者 

「収入保険」は青色申告を行っている農業者が対象、「ナラシ対策」は市町村から認定農業者等

の認定を受ける必要があります。 

  ② 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、ばれいしょ（でん粉原料用）の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売が

できなかった場合などでも、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後にばれいしょ（でん粉原料用）の出荷や販売ができなかった場合は、補て

んされません。 

また、既存制度のうち、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされ

ません。 

  ③ 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、地域のばれいしょ（でん粉原料用）の平均販売価格を使

って収入減少を計算しますので、農業者個人の販売価格が低下しても、平均販売価格が低下していな

ければ補てんされません。 

また、「畑作物共済」では、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ④ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、基準収入を下回った場合に、下回った額の９割が補てん

され、最大で２割の収入減少までが補てんの対象です。 

また、「畑作物共済」では、ばれいしょ（でん粉原料用）の多くの方が加入されている、全相殺

方式で補償限度９割のタイプは、基準収穫量の９割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少ま

でが補てんの対象です。 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：大豆（黒大豆以外）

平均収入
476万円

作付面積 
6.13ha 

単収 
210㎏/10a 

販売単価 
22,208円/60kg 

シナリオ１

販売価格が、

地域平均で、

２割低下

当年収入

381万円

シナリオ２

販売価格が、

個人のみで、

２割低下

当年収入

381万円

シナリオ３

自然災害によ

り、地域全体

が、

収量５割減

当年収入

238万円

シナリオ４

自然災害によ

り、個人のみが

、

収量５割減

当年収入

238万円

シナリオ５

自然災害以外の要

因により、収量２

割減

当年収入

381万円

既存制度

掛金拠出合計27.5万円 53万円 0万円 254万円 201万円 0万円

ナラシ対策

（20％コース）

※最大で２割の収入減少

 まで補てん

 積立金13.2万円

53万円 0万円 53万円 
※共済金相当額

（74万円）を控

除

0万円 0万円 

畑作物共済

  全相殺方式

  補償限度９割

 共済掛金14.3万円

（掛け捨て）

－ － 201万円 201万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計14.1万円

  保険料  3.4万円

      （掛け捨て）

    積立金 10.7万円

43万円

補てん金を含めた

当年収入

424万円 

43万円

補てん金を含めた

当年収入

424万円 

172万円

補てん金を含めた

当年収入

410万円 

172万円

補てん金を含めた

当年収入

410万円 

43万円

補てん金を含めた

当年収入

424万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ 大豆（黒大豆以外）の作付面積613a（空知管内の全相殺方式の平均共済引受面積）、単収210kg/10a

（作物統計）、販売単価22,208円/60kg（日本特産農産物協会の27年産とよまさりの入札取引結果+28

年産数量払平均交付単価）、平均収入4,764,726円と仮定して試算しています。 

 ２ ナラシ対策は地域で最も加入者の多いコースを選択した場合、畑作物共済は地域で最も加入者の多い

引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   ナラシ対策： 

   （積立金）10a 当たり標準的収入金額（47,771 円/10a）×作付面積(613a） 

        ×積立幅（0.2）×支払率（0.9）×1/4（国庫補助 75％）＝131,776 円 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（613a）×基準単収（258kg/10a）×補償限度（9 割） 

         ×引受単価（318 円/kg）×共済掛金率（7.02％）×45％（国庫補助 55％） 

         ＝142,988 円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入 4,764,726 円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助 50％）＝34,306 円 

   （積立金）基準収入（平均収入 4,764,726 円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝107,206円 

 ４ 収入保険と既存制度（「ナラシ対策」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象者 

「収入保険」は青色申告を行っている農業者が対象、「ナラシ対策」は市町村から認定農業者等

の認定を受ける必要があります。 

  ② 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、大豆の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合などで

も、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後に大豆の出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

また、既存制度のうち、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされ

ません。 

  ③ 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、地域の大豆の平均販売価格を使って収入減少を計算しま

すので、農業者個人の販売価格が低下しても、平均販売価格が低下していなければ補てんされません。 

また、「畑作物共済」では、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ④ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、基準収入を下回った場合に、下回った額の９割が補てん

され、最大で２割の収入減少までが補てんの対象です。 

また、「畑作物共済」では、大豆の多くの方が加入されている、全相殺方式で補償限度９割のタ

イプは、基準収穫量の９割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８

北海道農業共済組合連合会作成
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収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：てん菜

平均収入
885万円

作付面積 
9.53ha 

単収 
5,340㎏/10a 

販売単価 
17,400円/t 

シナリオ１

販売価格が、

地域平均で、

２割低下

当年収入

708万円

シナリオ２

販売価格が、

個人のみで、

２割低下

当年収入

708万円

シナリオ３

自然災害によ

り、地域全体

が、

収量５割減

当年収入

443万円

シナリオ４

自然災害によ

り、個人のみが

、

収量５割減

当年収入

443万円

シナリオ５

自然災害以外の要

因により、収量２

割減

当年収入

708万円

既存制度

掛金拠出合計42万円 114万円 0万円 442万円 396万円 0万円

ナラシ対策

（20％コース）

※最大で２割の収入減少

 まで補てん

 積立金28.5万円

114万円 0万円 46万円 
※共済金相当額

（240万円）を

控除

0万円 0万円 

畑作物共済

  全相殺方式

  補償限度９割

 共済掛金13.5万円

（掛け捨て）

－ － 396万円 396万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計26.3万円

  保険料 6.4万円

      （掛け捨て）

    積立金19.9万円

80万円

補てん金を含めた

当年収入

788万円 

80万円

補てん金を含めた

当年収入

788万円 

319万円

補てん金を含めた

当年収入

762万円 

319万円

補てん金を含めた

当年収入

762万円 

80万円

補てん金を含めた

当年収入

788万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ てん菜の作付面積953a（オホーツク管内の平均共済引受面積）、単収5,340kg/10a（作物統計）、販売

単価17,400円/t（共済単価（交付農業者以外）+28年産数量払平均交付単価）、平均収入8,854,895円と

仮定して試算しています。 

 ２ ナラシ対策は地域で最も加入者の多いコースを選択した場合、畑作物共済は地域で最も加入者の多い

引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   ナラシ対策： 

   （積立金）10a 当たり標準的収入金額（66,505 円/10a）×作付面積(953a） 

        ×積立幅（0.2）×支払率（0.9）×1/4（国庫補助 75％）＝285,207 円 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（953a）×基準単収（5,963kg/10a）×補償限度（9割） 

         ×引受単価（（基準糖度 16.3 度）17.4 円/kg）×共済掛金率（3.38％） 

         ×45％（国庫補助 55％）＝135,356 円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入 8,854,895 円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助 50％）＝63,755 円 

   （積立金）基準収入（平均収入 8,854,895 円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助 75％）＝199,235 円 

 ４ 収入保険と既存制度（「ナラシ対策」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象者 

「収入保険」は青色申告を行っている農業者が対象、「ナラシ対策」は市町村から認定農業者等

の認定を受ける必要があります。 

  ② 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、てん菜の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合など

でも、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後にてん菜の出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

また、既存制度のうち、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされ

ません。 

  ③ 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、地域のてん菜の平均販売価格を使って収入減少を計算し

ますので、農業者個人の販売価格が低下しても、平均販売価格が低下していなければ補てんされませ

ん。 

また、「畑作物共済」では、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ④ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「ナラシ対策」では、基準収入を下回った場合に、下回った額の９割が補てん

され、最大で２割の収入減少までが補てんの対象です。 

また、「畑作物共済」では、てん菜の多くの方が加入されている、全相殺方式で補償限度９割の

タイプは、基準収穫量の９割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：ばれいしょ（生食用）

平均収入
856万円

作付面積 
4.01ha 

単収 
2,427㎏/10a 

販売単価 
88円/kg 

シナリオ１

販売価格が、地域平

均で、

２割低下

当年収入

685万円

シナリオ２

販売価格が、個人の

みで、

２割低下

当年収入

685万円

シナリオ３

自然災害により、個

人のみが、

収量２割減

当年収入

685万円

シナリオ４

自然災害以外の

要因により

収量２割減

当年収入

685万円

既存制度

掛金拠出合計81万円
114万円 0万円 44万円 0万円

畑作物共済

 全相殺方式

 補償限度９割

 共済掛金12万円

  （掛け捨て）

－ － 44万円 － 

野菜価格安定制度

※最大で４割の価格低下

 まで補てん

 積立金69万円

114万円 0万円 － － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計25.4万円

  保険料 6.2万円

      （掛け捨て）

    積立金19.2万円

77万円

補てん金を含めた

当年収入

762万円 

77万円

補てん金を含めた

当年収入

762万円 

77万円

補てん金を含めた

当年収入

762万円 

77万円

補てん金を含めた

当年収入

762万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ ばれいしょ（生食用）の作付面積401a（十勝管内の平均共済引受面積）、単収2,427kg/10a（十勝管内

の平均共済基準単収）、販売単価88円/kg（青果物卸売市場調査（旬別結果）都市別：札幌市・平成27

年9月下旬）、平均収入8,564,398円と仮定して試算しています。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 野菜価格安定制度は、ばれいしょの指定産地でなければ利用できません。 

北海道の指定産地は次のとおり。 

道南（北海道函館市、北斗市、亀田郡、茅部郡森町、二海郡、檜山郡、爾志郡、久遠郡及び瀬棚郡）上川（旭川

市、士別市、名寄市、富良野市、上川町、美瑛町、剣淵町、上富良野町、中富良野、南富良野町）十勝中央（帯

広市、河東郡、清水町、河西郡、幕別町、池田町、本別町）網走（北見市、網走市、網走郡、斜里町、小清水町、

常呂郡、遠軽町、滝上町）石狩中部（江別市、千歳市、恵庭市、北広島市） 

 ４ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（401a）×基準単収（2,427kg/10a）×補償限度（9割） 

         ×引受単価（45.64円/kg）×共済掛金率（6.63％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝119,269円 

   野菜価格安定制度： 

   （積立金）作付面積（401a）×単収（2,427kg/10a）× 

        （保証基準価格（118.5円/kg）－最低基準価格（79.08円/kg）） 

        ×補てん率（0.9）×1/5（国：都道府県：生産者＝3:1:1）＝690,563円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入8,564,398円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝61,664 万円 

   （積立金）基準収入（平均収入8,564,398円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝192,699円 

 ５ 収入保険と既存制度（「野菜価格安定制度」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりで

す。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、ばれいしょの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合

などでも、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後にばれいしょの出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」は、価格低下以外の場合は補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、市場でのばれいしょの平均取引価格を使って価格

低下を計算しますので、農業者個人の販売価格が低下しても、市場での平均取引価格が低下していな

ければ補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ③ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、旬別に販売価格を計算し、旬ごとに保証基準額を

下回った場合に、下回った価格との差額の９割が、旬ごとの出荷量に応じて補てんされ、最大で４割

の価格低下が補てんの対象となります。本表シナリオ１の試算においては、期間を通じて販売価格が

２割低下したことを前提として試算しています。 

また、「畑作物共済」では、ばれいしょは全相殺方式で補償限度９割なので、基準収穫量の９割

を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：たまねぎ

平均収入
3,417万円

作付面積 
8.47ha 

単収 
5,172㎏/10a 

販売単価 
78円/kg 

シナリオ１

販売価格が、地域平

均で、

２割低下

当年収入

2,734万円

シナリオ２

販売価格が、個人の

みで、

２割低下

当年収入

2,734万円

シナリオ３

自然災害により、個

人のみが、

収量２割減

当年収入

2,734万円

シナリオ４

自然災害以外の

要因により

収量２割減

当年収入

2,734万円

既存制度

掛金拠出合計213万円
368万円 0万円 0万円 0万円

畑作物共済

 全相殺方式

 補償限度８割

 共済掛金41万円

  （掛け捨て）

－ － 0万円 － 

野菜価格安定制度

※最大で４割の価格低下

 まで補てん

 積立金193万円

368万円 0万円 － － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計101.5万

円

  保険料 24.6万円

      （掛け捨て）

    積立金76.9万円

308万円

補てん金を含めた

当年収入

3,042万円 

308万円

補てん金を含めた

当年収入

3,042万円 

308万円

補てん金を含めた

当年収入

3,042万円 

308万円

補てん金を含めた

当年収入

3,042万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ たまねぎの作付面積847a（オホーツク管内の平均共済引受面積）、単収5,172kg/10a（オホーツク管内

の平均共済基準単収）、販売単価78円/kg（青果物卸売市場調査（旬別結果）都市別：札幌市・平成27

年9月下旬）、平均収入34,169,335円と仮定して試算しています。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 野菜価格安定制度は、たまねぎの指定産地でなければ利用できません。 

北海道の指定産地は次のとおり。 

石狩（札幌市北区、東区及、白石区、江別市、新篠津村）上川（旭川市、士別市、富良野市、美瑛町、上富良野町、

中富良野町、南富良野町）十勝（帯広市、音更町、芽室町、幕別町、池田町）網走（北見市訓子府町、置戸町）空

知（岩見沢市、美唄市、三笠市、滝川市、砂川市、深川市、南幌町、夕張郡、新十津川町、妹背牛町、雨竜町）上

川北部（名寄市）、網走東部（網走郡）斜里（斜里郡）網走北部（紋別郡湧別町のうち旧上湧別町の区域） 

 ４ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（847a）×基準単収（5,172kg/10a）×補償限度（8割） 

         ×引受単価（57.2円/kg）×共済掛金率（4.58％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝41万円 

   野菜価格安定制度： 

   （積立金）作付面積（847a）×単収（5,172kg/10a）× 

        （保証基準価格（84.0円/kg）－最低基準価格（56.0円/kg）） 

        ×補てん率（0.9）×17.5/100（国：都道府県：農業者＝65：17.5：17.5）＝1,931,882円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入34,169,335円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝246,019円 

   （積立金）基準収入（平均収入34,169,335円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝768,810円 

 ５ 収入保険と既存制度（「野菜価格安定制度」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりで

す。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、たまねぎの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合な

どでも、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後にたまねぎの出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」は、価格低下以外の場合は補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、市場でのたまねぎの平均取引価格を使って価格低

下を計算しますので、農業者個人の販売価格が低下しても、市場での平均取引価格が低下していなけ

れば補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ③ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、旬別に販売価格を計算し、旬ごとに保証基準額を

下回った場合に、下回った価格との差額の９割が、旬ごとの出荷量に応じて補てんされ、最大で４割

の価格低下が補てんの対象となります。本表シナリオ１の試算においては、期間を通じて販売価格が

２割低下したことを前提として試算しています。 

また、「畑作物共済」では、たまねぎは全相殺方式で補償限度８割なので、基準収穫量の８割を

下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８

-14-



北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：スイートコーン（生食用）

平均収入
341万円

作付面積 
2.29ha 

単収 
979㎏/10a 

販売単価 
152円/kg 

シナリオ１

販売価格が、地域平

均で、

２割低下

当年収入

273万円

シナリオ２

販売価格が、個人の

みで、

２割低下

当年収入

273万円

シナリオ３

自然災害により、個

人のみが、

収量２割減

当年収入

273万円

シナリオ４

自然災害以外の

要因により

収量２割減

当年収入

273万円

既存制度

掛金拠出合計31万円
0万円 0万円 0万円 0万円

畑作物共済

 全相殺方式

 補償限度８割

 共済掛金15万円

  （掛け捨て）

－ － 0万円 － 

野菜価格安定制度

※最大で４割５分の価格低下

 まで補てん

 積立金16万円

0万円 0万円 － － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計10.1万円

  保険料 2.5万円

      （掛け捨て）

    積立金7.6万円

31万円

補てん金を含めた

当年収入

304万円 

31万円

補てん金を含めた

当年収入

304万円 

31万円

補てん金を含めた

当年収入

304万円 

31万円

補てん金を含めた

当年収入

304万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ スイートコーン（生食用）の作付面積229a（上川管内の平均共済引受面積）、単収979kg/10a（上川管

内の平均共済基準単収）、販売単価152円/kg（青果物卸売市場調査（旬別結果）都市別：札幌市・平成

27年9月下旬）、平均収入3,407,703円と仮定して試算しています。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 野菜価格安定制度のうち、スイートコーンは特定野菜等供給産地育成価格差補給事業の対象野菜で、

安定的供給を確保するため知事が選定した産地で生産され、かつ、出荷団体又は相当規模生産者が、卸

売市場に出荷したものが対象となります。 

 ４ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（229a）×基準単収（979kg/10a）×補償限度（8割） 

         ×引受単価（122.84円/kg）×共済掛金率（10.10％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝152,146円 

   野菜価格安定制度： 

   （積立金）作付面積（229a）×単収（979kg/10a）× 

        （保証基準価格（113.5円/kg）－最低基準価格（78.0円/kg）） 

        ×補てん率（0.8）×1/4（国：都道府県：生産者＝2:1:1）＝159,176円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入3,407,703円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝24,535 円 

   （積立金）基準収入（平均収入3,407,703円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝76,673円 

 ５ 収入保険と既存制度（「野菜価格安定制度」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりで

す。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、スイートコーン収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場

合などでも、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後にスイートコーンの出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」は、価格低下以外の場合は補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、市場でのスイートコーンの平均取引価格を使って

価格低下を計算しますので、農業者個人の販売価格が低下しても、市場での平均取引価格が低下して

いなければ補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ③ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、旬別に販売価格を計算し、旬ごとに保証基準額を

下回った場合に、下回った価格との差額の８割が、旬ごとの出荷量に応じて補てんされ、最大で45

％の価格低下が補てんの対象となります。本表シナリオ１の試算においては、期間を通じて販売価格

が２割低下したことを前提として試算しています。 

また、「畑作物共済」では、スイートコーンは全相殺方式で補償限度８割なので、基準収穫量の

８割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：かぼちゃ

平均収入
416万円

作付面積 
3.62ha 

単収 
941㎏/10a 

販売単価 
122円/kg 

シナリオ１

販売価格が、地域平

均で、

２割低下

当年収入

333万円

シナリオ２

販売価格が、個人の

みで、

２割低下

当年収入

333万円

シナリオ３

自然災害により、個

人のみが、

収量２割減

当年収入

333万円

シナリオ４

自然災害以外の

要因により

収量２割減

当年収入

333万円

既存制度

掛金拠出合計23万円
0万円 0万円 0万円 0万円

畑作物共済

 全相殺方式

 補償限度８割

 共済掛金6万円

  （掛け捨て）

－ － 0万円 － 

野菜価格安定制度

※最大で４割５分の価格低下

 まで補てん

 積立金17万円

0万円 0万円 － － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計12.3万円

  保険料 3.0万円

      （掛け捨て）

    積立金9.3万円

37万円

補てん金を含めた

当年収入

370万円 

37万円

補てん金を含めた

当年収入

370万円 

37万円

補てん金を含めた

当年収入

370万円 

37万円

補てん金を含めた

当年収入

370万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ かぼちゃの作付面積362a（上川管内の平均共済引受面積）、単収941kg/10a（上川管内の平均共済基準

単収）、販売単価122円/kg（青果物卸売市場調査（旬別結果）都市別：札幌市・平成27年9月下旬）、

平均収入4,155,832円と仮定して試算しています。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 野菜価格安定制度のうち、かぼちゃは特定野菜等供給産地育成価格差補給事業の対象野菜で、安定的

供給を確保するため知事が選定した産地で生産され、かつ、出荷団体又は相当規模生産者が、卸売市場

に出荷したものが対象となります。 

 ４ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（362a）×基準単収（941kg/10a）×補償限度（8割） 

         ×引受単価（81.15円/kg）×共済掛金率（6.68％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝66,476円 

   野菜価格安定制度： 

   （積立金）作付面積（362a）×単収（941kg/10a）× 

        （保証基準価格（77.5円/kg）－最低基準価格（53.28円/kg）） 

        ×補てん率（0.8）×1/4（国：都道府県：生産者＝2:1:1）＝165,007円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入4,155,832円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝29,922 円 

   （積立金）基準収入（平均収入4,155,832円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝93,506円 

 ５ 収入保険と既存制度（「野菜価格安定制度」と「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりで

す。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、かぼちゃの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合な

どでも、補てんの対象です。 

既存制度では、収穫後にかぼちゃの出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」は、価格低下以外の場合は補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、自然災害による収量減少以外の場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、市場でのかぼちゃの平均取引価格を使って価格低

下を計算しますので、農業者個人の販売価格が低下しても、市場での平均取引価格が低下していなけ

れば補てんされません。 

また、「畑作物共済」は、農業者ごとの収量減少を補てんします。 

  ③ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度のうち、「野菜価格安定制度」では、旬別に販売価格を計算し、旬ごとに保証基準額を

下回った場合に、下回った価格との差額の８割が、旬ごとの出荷量に応じて補てんされ、最大で45

％の価格低下が補てんの対象となります。本表シナリオ１の試算においては、期間を通じて販売価格

が２割低下したことを前提として試算しています。 

また、「畑作物共済」では、かぼちゃは全相殺方式で補償限度８割なので、基準収穫量の８割を

下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：小豆

平均収入
397万円

作付面積 
4.46ha 

単収 
289㎏/10a 

販売単価 
18,480円/60kg 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

318万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

318万円

シナリオ３

自然災害により

収量５割減

当年収入

198万円

シナリオ４

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

318万円

既存制度

掛金拠出合計14万円 0万円 0万円 79万円 0万円

畑作物共済

  半相殺方式

  補償限度７割

 共済掛金14万円

（掛け捨て）

－ 0万円 79万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計11.8万円

  保険料 2.9万円

      （掛け捨て）

    積立金8.9万円

36万円

補てん金を含めた

当年収入

354万円 

36万円

補てん金を含めた

当年収入

354万円 

143万円

補てん金を含めた

当年収入

341万円 

36万円

補てん金を含めた

当年収入

354万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ 小豆の作付面積446a（十勝管内の平均共済引受面積）、単収289kg/10a（十勝管内の平均共済基準単収）、

販売単価18,480円/60kg（308円/kg）（共済引受単価）、平均収入3,969,935円と仮定して試算してい

ます。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（446a）×基準単収（289kg/10a）×補償限度（7割） 

         ×引受単価（308円/kg）×共済掛金率（11.31％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝141,435円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入3,969,935円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝28,584 円 

   （積立金）基準収入（平均収入3,969,935円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝89,324円 

 ４ 収入保険と既存制度（「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、小豆の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合などでも、

補てんの対象です。 

既存制度では、自然災害による収量減少のみが補てんの対象で、価格低下の補てんはありません。

また、収穫後に、小豆の出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の収

入減少までが補てんの対象です。 

既存制度では、小豆の多くの方が加入されている、半相殺方式で補償限度７割のタイプは、基準収

穫量の７割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：いんげん（金時類）

平均収入
201万円

作付面積 
3.85ha 

単収 
182㎏/10a 

販売単価 
17,220円/60kg 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

161万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

161万円

シナリオ３

自然災害により

収量５割減

当年収入

101万円

シナリオ４

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

161万円

既存制度

掛金拠出合計8万円 0万円 0万円 40万円 0万円

畑作物共済

  半相殺方式

  補償限度７割

 共済掛金8万円

（掛け捨て）

－ 0万円 40万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計5.9万円

  保険料 1.4万円

      （掛け捨て）

    積立金4.5万円

18万円

補てん金を含めた

当年収入

179万円 

18万円

補てん金を含めた

当年収入

179万円 

72万円

補てん金を含めた

当年収入

173万円 

18万円

補てん金を含めた

当年収入

179万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ 金時の作付面積385a（十勝管内の平均共済引受面積）、単収182kg/10a（十勝管内の平均共済基準単収）、

販売単価17,220円/60kg（287円/kg）（共済引受単価）、平均収入2,011,009円と仮定して試算してい

ます。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（385a）×基準単収（182kg/10a）×補償限度（7割） 

         ×引受単価（287円/kg）×共済掛金率（12.11％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝76,713円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入2,011,009円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝14,479 円 

   （積立金）基準収入（平均収入2,011,009円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝45,248円 

 ４ 収入保険と既存制度（「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、金時の収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合などでも、

補てんの対象です。 

既存制度では、自然災害による収量減少のみが補てんの対象で、価格低下の補てんはありません。

また、収穫後に、金時の出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の収

入減少までが補てんの対象です。 

既存制度では、金時の多くの方が加入されている、半相殺方式で補償限度７割のタイプは、基準収

穫量の７割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：そば

平均収入
339万円

作付面積 
10.18ha 

単収 
67㎏/10a 

販売単価 
22,365円/45kg 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

271万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

271万円

シナリオ３

自然災害により

収量５割減

当年収入

169万円

シナリオ４

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

271万円

既存制度

掛金拠出合計8万円 0万円 0万円 102万円 0万円

畑作物共済

  全相殺方式

  補償限度8割

 共済掛金8万円

（掛け捨て）

－ 0万円 102万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計10.0万円

  保険料 2.4万円

      （掛け捨て）

    積立金7.6万円

31万円

補てん金を含めた

当年収入

302万円 

31万円

補てん金を含めた

当年収入

302万円 

122万円

補てん金を含めた

当年収入

291万円 

31万円

補てん金を含めた

当年収入

302万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ そばの作付面積1,018a（空知管内の平均共済引受面積）、単収67kg/10a（空知管内の平均共済基準単

収）、販売単価22,365円/45kg（497円/kg）（共済引受単価）、平均収入3,389,838円と仮定して試算

しています。 

 ２ 畑作物共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   畑作物共済： 

   （共済掛金）作付面積（1,018a）×基準単収（67kg/10a）×補償限度（7割） 

         ×引受単価（497円/kg）×共済掛金率（6.75％）×45％（国庫補助55％） 

         ＝82,373円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入3,389,838円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝24,407 円 

   （積立金）基準収入（平均収入3,389,838円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝76,271円 

 ４ 収入保険と既存制度（「畑作物共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、そばの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合などでも、

補てんの対象です。 

既存制度では、自然災害による収量減少のみが補てんの対象で、価格低下の補てんはありません。

また、収穫後に、そばの出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の収

入減少までが補てんの対象です。 

既存制度では、そばの多くの方が加入されている、全相殺方式で補償限度8割のタイプは、基準収穫

量の8割を下回った場合に補てんされ、10割の収量減少までが補てんの対象です。    

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：秋にんじん

平均収入
606万円

作付面積 
2.0ha 

単収 
3,030㎏/10a 

販売単価 
100円/kg 

シナリオ１

販売価格が、地域平

均で、

２割低下

当年収入

485万円

シナリオ２

販売価格が、個人の

みで、

２割低下

当年収入

485万円

シナリオ３

自然災害により、

収量２割減

当年収入

485万円

シナリオ４

自然災害以外の

要因により

収量２割減

当年収入

485万円

既存制度

掛金拠出合計28万円 46万円 0万円 0万円 0万円

野菜価格安定制度

※最大で４割の価格低下まで

補てん

 積立金28万円

46万円 0万円 － － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計18.0万円

  保険料 4.4万円

      （掛け捨て）

    積立金13.6万円

55万円

補てん金を含めた

当年収入

540万円 

55万円

補てん金を含めた 

当年収入 

540万円 

55万円

補てん金を含めた

当年収入

540万円 

55万円

補てん金を含めた 

当年収入 

540万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ 秋にんじんの作付面積200a（作物統計と農林センサスによる平均作付面積）、単収3,030kg/10a（作物

統計）、販売単価100円/kg（青果物卸売市場調査8月中旬～10月中旬単純平均）、平均収入6,060,000

円と仮定して試算しています。 

 ２ 野菜価格安定制度は、秋にんじんの指定産地でなければ利用できません。 

  （北海道の指定産地：函館市、北斗市、亀田郡、厚沢部町、久遠郡、瀬棚郡、帯広市、北見市、網走市、

美幌町、斜里町、小清水町、訓子府町、置戸町、美唄市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、富良野

市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、石狩市、当別町、ニセコ町、真狩村、留寿都村、京極町、

倶知安町、津別町、旧女満別町、豊浦町、洞爺湖町、音更町、新得町、芽室町、幕別町、足寄町） 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   野菜価格安定制度： 

   （積立金）作付面積（200a）×単収（3,030kg/10a）× 

        （保証基準価格（77.5円/kg）－最低基準価格（51.85円/kg）） 

        ×補てん率（0.9）×1/5（国：都道府県：生産者＝3:1:1）＝279,790円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入6,060,000円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝43,632円 

   （積立金）基準収入（平均収入6,060,000円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝136,350円 

 ４ 収入保険と既存制度（「野菜価格安定制度」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、秋にんじんの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合

などでも、補てんの対象です。 

既存制度では、秋にんじんの収量減少や出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度の「野菜価格安定制度」では、旬別に販売価格を計算し、旬ごとに保証基準額を下回っ

た場合に、下回った価格との差額の９割が、旬ごとの出荷量に応じて補てんされ、最大で４割の価格

低下が補てんの対象となります。本表シナリオ１の試算においては、期間を通じて販売価格が２割低

下したことを前提として試算しています。 

  ③ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度では、基準価格の９割を下回った場合に、下回った価格の９割が補てんされ、最大で４

割の価格低下までが補てんの対象です。   

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：夏だいこん

平均収入
410万円

作付面積 
1.1ha 

単収 
4,440㎏/10a 

販売単価 
84円/kg 

シナリオ１

販売価格が、地域平

均で、

２割低下

当年収入

328万円

シナリオ２

販売価格が、個人の

みで、

２割低下

当年収入

328万円

シナリオ３

自然災害により、

収量２割減

当年収入

328万円

シナリオ４

自然災害以外の

要因により

収量２割減

当年収入

328万円

既存制度

掛金拠出合計16.6万円 27万円 0万円 0万円 0万円

野菜価格安定制度

※最大で４割の価格低下まで

補てん

 積立金16.6万円

27万円 0万円 － － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計12.2万円

  保険料 3.0万円

      （掛け捨て）

    積立金9.2万円

37万円

補てん金を含めた

当年収入

365万円 

37万円

補てん金を含めた 

当年収入 

365万円 

37万円

補てん金を含めた

当年収入

365万円 

37万円

補てん金を含めた 

当年収入 

365万円 

・病気や怪我で、作業
委託もできなかっ
た。

・新規作物の栽培に失
敗。     等
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（注） 

 １ 夏だいこんの作付面積110a（作物統計と農林センサスによる平均作付面積）、単収4,440kg/10a（作物

統計）、販売単価84円/kg（青果物卸売市場調査6月中旬～10月中旬単純平均）、平均収入4,102,560円

と仮定して試算しています。 

 ２ 野菜価格安定制度は、夏だいこんの指定産地でなければ利用できません。 

  （北海道の指定産地：函館市、亀田郡、厚沢部町、爾志郡、瀬棚郡、旭川市、東神楽町、上川町、帯広

市、網走市、千歳市、恵庭市、北広島市、富良野市、上富良野町、中富良野町、南富良野町、ニセコ町、

真狩村、留寿都村、喜茂別町、京極町、倶知安町、芽室町、広尾郡、幕別町、豊頃町、十勝郡、釧路郡、

標茶町、阿寒郡、中標津町） 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   野菜価格安定制度： 

   （積立金）作付面積（110a）×単収（4,440kg/10a）× 

        （保証基準価格（57円/kg）－最低基準価格（38.1円/kg）） 

        ×補てん率（0.9）×1/5（国：都道府県：生産者＝3:1:1）＝166,154円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入4,102,560円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝29,538円 

   （積立金）基準収入（平均収入4,102,560円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝92,308円 

 ４ 収入保険と既存制度（「野菜価格安定制度」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、夏だいこんの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合

などでも、補てんの対象です。 

既存制度では、夏だいこんの収量減少や出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの計算方法（個人単位か地域単位か） 

「収入保険」では、農業者ごとの収入減少を補てんします。 

既存制度の「野菜価格安定制度」では、旬別に販売価格を計算し、旬ごとに保証基準額を下回っ

た場合に、下回った価格との差額の９割が、旬ごとの出荷量に応じて補てんされ、最大で４割の価格

低下が補てんの対象となります。本表シナリオ１の試算においては、期間を通じて販売価格が２割低

下したことを前提として試算しています。 

  ③ 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度では、基準価格の９割を下回った場合に、下回った価格の９割が補てんされ、最大で４

割の価格低下までが補てんの対象です。   

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：りんご

平均収入
285万円

結果樹面積 
1.32ha 

単収 
1,500㎏/10a 

販売単価 
144円/kg 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

228万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

228万円

シナリオ３

自然災害により

収量５割減

当年収入

143万円

シナリオ４

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

228万円

既存制度

掛金拠出合計3.2万円 0万円 0万円 71万円 0万円

果樹共済

 半相殺特定危険方式

 補償限度８割

 共済掛金3.2万円

（掛け捨て）

0万円 0万円 71万円 － 

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計8.5万円

  保険料 2.1万円

      （掛け捨て）

    積立金 6.4万円

26万円

補てん金を含めた

当年収入

254万円 

26万円

補てん金を含めた

当年収入

254万円 

103万円

補てん金を含めた

当年収入

246万円 

26万円

補てん金を含めた

当年収入

254万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ りんごの結果樹面積132a（後志管内の平均共済引受面積）、単収1,500kg/10a（作物統計）、販売単価

144円/kg（後志管内の共済平均1kg当たり価格）、平均収入2,851,200円と仮定して試算しています。 

 ２ 果樹共済は地域で最も加入者の多い引受方式、補償限度を選択した場合で試算しています。なお、果

樹共済では、りんごが対象品目となっていない地域があります。 

 ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   果樹共済： 

   （共済掛金）作付面積（132a）×基準単収（1,252kg/10a）×補償限度（8割） 

         ×引受単価（144円/kg）×共済掛金率（3.41％）×1/2（国庫補助50％） 

         ＝32,460円 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入2,851,200円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝20,529円 

   （積立金）基準収入（平均収入2,851,200円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝64,152円 

 ４ 収入保険と既存制度（「果樹共済」）との比較のポイントは次のとおりです。 

  ① 補てんの対象（収入減少の要因） 

「収入保険」では、りんごの収量減少や価格低下、収穫後に出荷や販売ができなかった場合など

でも、補てんの対象です。 

既存制度では、自然災害による収量減少のみが補てんの対象で、価格低下の補てんはありません。

また、収穫後に、りんごの出荷や販売ができなかった場合は、補てんされません。 

  ② 補てんの範囲 

「収入保険」では、基準収入の９割を下回った場合に、下回った額の９割が補てんされ、10割の

収入減少までが補てんの対象です。 

既存制度では、りんごの多くの方が加入されている、半相殺特定危険方式で補償限度８割のタイプ

は、基準収穫量の８割を下回った場合に補てんされ、10 割の収量減少までが補てんの対象です。 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：果樹（おうとう）

平均収入
251万円

結果樹面積 
0.63ha 

単収 
310㎏/10a 

販売単価 
1,284円/kg 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

201万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

201万円

シナリオ３

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

201万円

既存制度

※利用できる既存制度はありません。

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計 7.4万円 

  保険料 1.8万円

      （掛け捨て）

    積立金 5.6万円

23万円

補てん金を含めた

当年収入

224万円 

23万円

補てん金を含めた

当年収入

224万円 

23万円

補てん金を含めた

当年収入

224万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ おうとうの結果樹面積63a（農林センサスの平均面積）、単収310kg/10a（作物統計）、 

販売単価1,284円/kg（農林水産統計年報（総合編）（平成27年～28年）の札幌市中央卸売市場の7月実

績）、平均収入2,507,652円と仮定して試算しています。 

 ２ おうとうでは、収量減少や価格低下を補てんする既存制度はありません。 

  ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入2,507,652円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝18,055円 

   （積立金）基準収入（平均収入2,507,652円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝56,422円 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：花き（ゆり）

平均収入
587万円

作付面積 
0.39ha 

単収 
8,800本/10a 

販売単価 
171,000円/千本 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

469万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

469万円

シナリオ３

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

469万円

既存制度

※利用できる既存制度はありません。

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計17.4万円

  保険料 4.2万円

      （掛け捨て）

    積立金13.2万円

53万円

補てん金を含めた

当年収入

522万円 

53万円

補てん金を含めた

当年収入

522万円 

53万円

補てん金を含めた

当年収入

522万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ ゆりの作付面積39a（作物統計と農林センサスによる平均作付面積）、単収8,800本/10a（作物統計）、

販売単価171,000円/千本（札幌花き地方卸売市場取扱高平均単価）、平均収入5,868,720円と仮定して

試算しています。 

 ２ 花きでは、収量減少や価格低下を補てんする既存制度はありません。 

  ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入5,868,720円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝42,255円 

   （積立金）基準収入（平均収入5,868,720円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝132,046円 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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北海道農業共済組合連合会作成

収入保険と既存制度の掛金及び補てん金の比較（北海道）

品目：花き（スターチス）

平均収入
1,215万円

作付面積 
0.39ha 

単収 
62,300本/10a 

販売単価 
50,000円/千本 

シナリオ１

販売価格が

２割低下

当年収入

972万円

シナリオ２

自然災害により

収量２割減

当年収入

972万円

シナリオ３

自然災害以外の要因

により収量２割減

当年収入

972万円

既存制度

※利用できる既存制度はありません。

収入保険
   補償限度９割

（保険8割+積立1割）

  支払率９割

※10割の収入減少まで

補てん

掛金拠出合計36.0万円

  保険料 8.7万円

      （掛け捨て）

    積立金27.3万円

109万円

補てん金を含めた

当年収入

1,081万円 

109万円

補てん金を含めた

当年収入

1,081万円 

109万円

補てん金を含めた

当年収入

1,081万円 

・病気や怪我で、作業委託も
できなかった。

・新規作物の栽培に失敗。等
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（注） 

 １ スターチスの作付面積39a（作物統計と農林センサスによる平均作付面積）、単収62,300本/10a（作物

統計）、販売単価50,000円/千本（札幌花き地方卸売市場取扱高平均単価）、平均収入12,148,500円と

仮定して試算しています。 

 ２ 花きでは、収量減少や価格低下を補てんする既存制度はありません。 

  ３ 掛金拠出の試算方法は、次のとおりです。 

   収入保険： 

   （保険料）基準収入（平均収入12,148,500円）×保険方式の補償限度（0.8） 

        ×支払率（0.9）×保険料率（2.0％）×1/2（国庫補助50％）＝87,469円 

   （積立金）基準収入（平均収入12,148,500円）×積立幅（0.1）×支払率（0.9） 

        ×1/4（国庫補助75％）＝273,341円 

【問い合わせ先】 北海道農業共済組合連合会 総務企画部

  連絡先（電話番号） ０１１－２７１－７２１８
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